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　企業はカーボンニュートラルだけでなくサーキュラーエコノミーへの移行も求められつつある。
本稿ではそれら両面において社会的関心が高いプラスチックに着目し、企業が両者への対応を一
体的に進めるために必要なアクションについて検討した。

1．はじめに

　2015年頃より、欧州を中心にサーキュラーエ
コノミー（循環経済、循環型経済とも言われる）
への移行を求める声があり、年々その声は高まっ
ている。当初、日本では官公庁において資源循
環分野における政策議題として関心を集めてい
たものの、民間企業の関心は限定的であった。
しかしながら、近年は新聞等の幅広いメディア
においても度々取り上げられるなど、民間企業
を含めた社会全体での関心が高まっている。
　サーキュラーエコノミーとは、「ライフサイク
ルのあらゆる段階で資源の効率的・循環的な利
用を図りつつ、付加価値の最大化を図る経済」
であり、動脈産業（製造業など）・静脈産業（リサ
イクラーなど）問わず、多様な産業が対象となり
得る。サーキュラーエコノミーにおいては、か
つて3R（リデュース、リユース、リサイクル）
として社会における環境対応あるいは企業にお
ける CSR対応の一環として扱われていた取組
に加えて、デジタル技術を活用した各種取組（た
とえば、IoTを活用した需給調整やシェアリン
グなど）が積極的に活用される。また、これらの
取組により、新たなビジネスを生み出し経済成
長を目指すものとなっている。こうしたサーキュ

ラーエコノミーへの移行を、経営ビジョンで位
置付ける企業や推進部署を設置する企業等が登
場している状況にある。
　他方、近年最も関心を集めているサステナビ
リティテーマは、カーボンニュートラルであり、
各企業により、移行に向けた対応が急速に進め
られている。企業は多様なステークホルダー（政
府、投資家、NPO及び取引先等）からカーボン
ニュートラルへの対応を求められており、企業
によるこうした取組に関わるニュースを見ない
日がないほど、ホットトピックになっている。
このようにカーボンニュートラルへの対応は企
業にとって事業活動上の制約と言ってよいレベ
ルになって来ていると言えるだろう。そのよう
な状況と比較すると、サーキュラーエコノミー
への対応は多くの企業にとってまだまだ優先度
が低く、今後対応が必要となり得るサステナビ
リティテーマの一つでしかないというのが実態
である。
　同じサステナビリティテーマであってもこの
ような状況差があるサーキュラーエコノミーと
カーボンニュートラルは、相互関係が無いもの
と捉えられることがあるが、国内外の政策に係
る議論においては、サーキュラーエコノミーの
推進は、カーボンニュートラルの実現に直結す
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ると考えられている。また、先進的な企業では
既にサーキュラーエコノミーへの移行に資する
取組を通じて GHG排出削減を図っている。そ
こで、本稿では、はじめにカーボンニュートラ
ルとサーキュラーエコノミーの関係についてレ
ビューを行い、続いて、サーキュラーエコノミー
とカーボンニュートラルの両面に係る素材・製
品の内、特に企業の動きが活発なプラスチック
を対象として関連動向を整理し、企業がカーボ
ンニュートラルと整合したプラスチック対応を
進める上で求められるアクションについて検討
した。

2．カーボンニュートラルとサーキュラー
エコノミーの関係

　カーボンニュートラルとサーキュラーエコノ
ミーの関係に関しては、大きく2つの視点があ
る。一つは「サーキュラーエコノミーに資する
取組によるGHG排出削減」、もう一つは、サー
キュラーエコノミーに資する取組による「カー
ボンニュートラル実現に必要となる技術・製品
に用いられる資源の確保」である。本レポート
では特にプラスチックと関連した議論が盛んに
行われている前者に注目して議論を行うことと
した。なお、後者については、たとえば電気自
動車のキーデバイスであるバッテリーに利用さ
れる鉱物資源（リチウム、コバルト等）の安定的
確保に向けたバッテリーのリユースやリサイク
ルが該当する。
　前者の「サーキュラーエコノミーに資する取
組による GHG排出削減」に関しては、欧州委
員会が2019年に発表した欧州グリーンディール
（2050年までにカーボンニュートラルを目指す
政策パッケージ）の中で、特に産業部門における
カーボンニュートラル実現に向けた政策として
サーキュラーエコノミーを位置づけている。日
本においても、2022年6月に閣議決定された「新

しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・
フォローアップ」 （1）において、カーボンニュー
トラルと整合する循環経済への移行に向けて工
程表と戦略を2022年度に策定するとしている。
　サーキュラ―エコノミーに資する取組による
GHG排出削減への定量的な貢献可能性の把握
には、国連環境計画・国際資源パネルの資料が
役立つ （2）。世界全体のGHG排出量が49 GtCO2

であるのに対して、金属、非鉄金属、プラスチッ
クとゴム、木材生産と言った物質生産による排
出量は11.5 GtCO2と23%を占める結果となって
いる。同値は1995年の15％と比べると8％増加
している。今後、企業が省エネルギー対策や、
再生可能エネルギーへのシフトを進めることで、
自社における直接排出や調達した電気等使用に
伴う GHG排出量が減少していくことを踏まえ
ると、カーボンニュートラルの達成に向けては、
素材由来の GHG排出の占める割合への関心が
今後より一層高まると予想される。また、昨今
のサプライチェーン排出量の削減に向けた企業
の動きの一環として、SCOPE3（事業者の活動
に関連する他社の排出）におけるカテゴリ1（購
入した製品・サービス）の削減に向けて、素材の
見直しを進める企業が多数登場しつつある。
　GHG排出削減に繋がるサーキュラーエコノ
ミーに資する取組は多様である（図表1）。たと
えば、製品の寿命延伸、リサイクルによる廃棄
物の活用、製品設計の変更及び、素材の変更等
の取組が挙げられる。これらの取組は金属やプ
ラスチックの物質需要の削減をもたらし、物質
生産に伴う GHG排出量を削減することが期待
できる。但し、このようなサーキュラーエコノ
ミーに資すると考えられる取組が、必ずしも
GHG排出削減に繋がらないケースがあること
にも留意が必要である。国立環境研究所及び東
京大学の共同研究 （3）では、耐久消費財を対象と
したサーキュラーエコノミーに資する取組（レン
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タル、シェアリング、修理等）によるGHG削減
効果に関する文献をレビューし、対象製品、取
組の種類によっては、輸送の増大、使用頻度や
製品寿命の変化などが要因となり、取組によっ
ては GHG排出量が増加することがあるとして
いる。なお、こうした要因は各企業の取組に応
じたプロセス別の GHG排出強度に依存し、ま
た、それは中長期的には電源の脱炭素化の進展
により改善される部分もあると考えられる。
　以上のように、サーキュラーエコノミーに資
する多様な取組は GHG排出削減にも寄与する
ことが期待できることから、今後、カーボン
ニュートラルの実現に向けて最大限活用してい
くことが求められるものである。ただし、その
効果は各企業の取組によって異なり、さらには
将来的な GHG排出削減対策の導入によっても
異なってくることにも留意が必要である。

3．企業を取り巻くプラスチックに関す
るサーキュラーエコノミー動向

　以降ではサーキュラーエコノミー及びカーボ
ンニュートラルの両面から、国内外で関心が高
いプラスチックに着目して検討を行った。本章
では、特に企業を取り巻くプラスチックに関す
るサーキュラーエコノミー動向について概説す
る。

　プラスチックはサーキュラーエコノミーで議
論の対象となる製品・素材等の中で、最も初期
から注目を集めている素材であると言える。そ
の背景には、プラスチックに係る複数の観点が
あると考えられる。一つは廃棄物処理を含めた
プラスチック資源循環の観点である。2017年末
の中国における廃棄物輸入規制及び諸外国の追
随する動きによって、日本では廃プラスチック
の輸出が難しくなり、処理が滞る事態が生じた。
これを契機に、プラスチックの資源循環の形は
変更を余儀なくされ、企業は処理方法の変更を
迫られた。二つ目が海洋プラスチックの観点で
ある。2019年にG20大阪サミットで共有された
大阪ブルー・オーシャン・ビジョンでは、「包括
的なライフサイクルアプローチを通じて2050年
までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚
染をゼロにまで削減することを目指す」として
いる。また、2022年3月に開催された第5回国連
環境総会再開セッションにおいては、海洋環境
等におけるプラスチック汚染対策に関する法的
拘束力のある国際文書の策定に向けた政府間交
渉委員会の設立が決定され、2024年末までに議
論が行われる予定となっている。そして三つ目
が気候変動の観点である。先に述べたように、
カーボンニュートラルへの移行に向けて、製品
中の素材への関心が高まっている。加えて、プ

図表1　GHG 排出削減に繋がるサーキュラーエコノミーに資する取組（例）

（資料）Circle Economy（2019）「The Circularity Gap Report 2019」を参考にみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成

製品の長寿命化及び使用強度の
改善

製品の寿命の延伸、再利用、共有等により、必要な製品数を削減。

リサイクル拡大により廃棄物を
資源として利用

廃棄物をバリューチェーンに戻すことで、資源採掘及び処理プロ
セス由来の排出量を削減。

資源消費量の低減に繋がる設計 製品設計の変更（軽量化等）等により、資源消費量を削減。

低炭素型の素材を利用した設計 炭素集約型の材料をバイオベースの材料（木材など）で代替。
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ラスチックは焼却処分に伴い GHGが排出され
るため、製品製造に要するプラスチックに由来
する GHG排出、焼却処理に由来する GHG排
出削減の両面で関心が高まっている。
　このような背景から、プラスチックに対して
は、各国で法制度の整備が進んでいる。たとえ
ば欧州をはじめ世界の多数の国で使い捨てプラ
スチックが規制されるようになった。また、英
国では再生プラスチックの使用量が30％未満の
プラスチック製包装材に対する税制を2022年4
月より導入している。日本でも、2022年4月に
「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する
法律」（以下、プラスチック資源循環促進法）が
施行された。これは、プラスチック使用製品の
設計から廃棄物の処理まで、プラスチックのラ
イフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプ
ラスチックの資源循環の取組を促進するための
措置を盛り込んだものとなっている。
　また、プラスチックに対しては、多様なステー
クホルダーが、カーボンニュートラルと類似の
観点で関心を寄せつつある。たとえば、投資の
側面では、「Plastic Solutions Investor Alliance」
が2019年に設立された。本アライアンスは合計
1兆ドルの運用資産を持つ、4か国の25の機関投
資家がプラスチック汚染を明確な企業ブランド
リスクとして挙げ、企業のコミットメント、プ
ログラム及び、ポリシーを通じて解決策を見つ
けるために大手企業と対話することを誓約した
ものである。また、世界の主要企業の CO2排出
量や気候変動への取組について質問書を用いて
情報収集し、集まった回答を分析・評価、公開
しているCDPは、2023年の質問票作成に向け、
2022年、プラスチック関連の設問案を公表し、
公開協議を行った。日本でも、経済産業省及び
環境省が2021年に「サーキュラー・エコノミー
に係るサステナブル・ファイナンス促進のため
の開示・対話ガイダンス」を策定し、企業と投

資家等の間のプラスチック資源循環に係る開示・
対話のポイントを示している。これらに加え、
プラスチック排出量が多い企業のリスト、プラ
スチック産業に資金を提供している機関のリス
トを公表する主体なども登場している。
　このようにプラスチックは政策的な措置だけ
でなく、カーボンニュートラルと同様に多様な
主体から対応が求められる状況が、徐々に強化
されつつあると言える。今後、カーボンニュー
トラルと同様に更なる対応が求められることと
なる可能性も否定できず、対策の検討は急務で
あると言えるだろう。

4．カーボンニュートラル制約下におけ
るプラスチックに関わるサーキュラー
エコノミー対応に関する動向

　本章では、カーボンニュートラルに向け、プ
ラスチックを対象とした場合にどのようなサー
キュラーエコノミーに資する取組がありうるか、
また企業がどのような取組を行っているか概説
する。

（1）カーボンニュートラル実現に向けた廃プラ
スチック対策

　環境省は、カーボンニュートラル達成に向け
た廃棄物・資源循環分野における検討の一環で、
「廃棄物・資源循環分野における2050年温室効
果ガス排出実質ゼロに向けた中長期シナリオ
（案）」を2021年8月に示した。そこでは、2019
年度の日本の GHG排出量1,212MtCO2の3.3%
が廃棄物分野由来であり、内、廃棄物分野の
GHG排出量の約76%を「廃棄物の焼却・原燃
料利用に伴う CO2排出」が占め、さらにその内
の48%が廃プラスチックに由来していることを
指摘している。加えて、廃プラスチックに焦点
を当てた検討内容も公表されており、廃プラス
チック対策の基本的な考え方として、図表2に
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示す対策が示されている。3R（Reduce、Reuse、
Recycle）＋Renewableの概念に沿った対策ライ
ンアップになっており、ライフサイクルの段階
毎に、多様な取組が想定されていることがわか
る。なお、取組の優先順位は、①発生抑制、②
再使用、③再生利用または炭素回収・利用、④
熱回収、⑤適正処分、と整理されており、廃プ
ラスチックの発生抑制・再使用・分別回収の推
進を最大限に進めつつ、排出された廃プラスチッ
クについては、マテリアルリサイクル及び循環
型ケミカルリサイクルで素材循環重視のリサイ
クルを実施し、焼却・最終処分される廃プラス
チックの量を大幅に削減するとの考え方が示さ
れている。

（2）企業におけるプラスチック対策
　前述のように、日本全体の検討においては前
述の廃プラスチック対策が進展しつつあるが、
本節では、足元、企業の取組としてどのような
プラスチック対策が行われているかを示す。こ
こでは、プラスチック由来の GHG排出削減に

対して関心が高いと考えられる業種、具体的に
は SCOPE3排出量においてカテゴリ1の占める
割合が大きいと考えられる食料品、日用消費財
及び小売の業界における脱炭素及びプラスチッ
クに係る取組を整理した（図表3）。
　このような業界では、特にプラスチック対策
については、容器包装削減（リデュース）や詰替
製品（リユース）等の2Rの推進、店頭回収や再生
材利用等のリサイクルの促進などに加え、製品
設計に係るバイオマスプラスチックや生分解性
プラスチック等のリニューアブル素材等の活用
を、現在実施中である、あるいは今後実施予定
としていた。これらの取組は脱炭素に繋がるケー
スもあると考えられるものの、今回調査対象と
した企業では、プラスチックに関する取組の
GHG削減効果について言及している例は限定
的であった。
　一部の先進的な取組では、プラスチックに係
る取組の GHG削減効果も開示している。たと
えば、サントリーホールディングスは、リサイ
クラーである協栄産業と開発した FtoPダイレ

図表2　カーボンニュートラルに向けた廃プラスチック対策

* 一般社団法人日本化学工業協会（2020）「廃プラスチックのケミカルリサイクルに対する化学産業のあるべき姿」におい
て、循環型ケミカルリサイクルは“モノマー化、ガス化、油化（コークス炉による油化含む）等による化学原料化”とされ
ている。

（資料）中央環境審議会循環型社会部会（第38回）「廃棄物・資源循環分野における2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向
けた中長期シナリオ（案）」（2021年8月）よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 （4）

廃プラスチック
対策

推進*

発生抑制・再使用・分別回収の推進

マテリアルリサイクルの更なる推進

循環型ケミカルリサイクルの

バイオマスプラスチックの更なる普及

カーボンリサイクル技術によるプラスチック製造

廃プラスチックの燃料利用
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クトリサイクル技術（回収したペットボトルを粉
砕・洗浄したフレークを高温、真空下で一定時
間処理し、溶融後、直接プリフォームを製造で
きる技術）について、従来の仕組みと比較した場
合の CO2排出削減効果を示している （5）。また、
ユニクロやジーユーを傘下に持つファーストリ
テイリングは、ペットボトルを再生したリサイ
クルポリエステルを生地に使用した際の CO2排
出削減効果を石油由来の原料の場合と比較して
開示している （6）。また、海外に目を向ければ、
食品グローバル大手の Nestléは、2050年ネッ
トゼロを目指すネットゼロロードマップにおい
てプラスチック対策も織り込み、包装のリサイ
クル、リユース等の拡大、単一素材への転換及
び、再生プラスチック含有量の拡大等の各種取
組によるGHG排出削減効果を、定量的に、ロー
ドマップに織り込んでいる （7）。

（3）企業プラットフォーム形成に向けた動向
　上記のような動きに加えて、プラットフォー
ム形成に向けた企業の取組（図表4）も増えつつ

ある。これらはトレーサビリティを確保しつつ、
再生プラスチックの調達・利用に資するもので
あり、上述のようなプラスチックに関する気候
変動対策ニーズが、このような傾向の背景の一
つにあると考えられる。また、プラスチック資
源循環促進法の施行に伴い、動脈産業主導での
資源循環が後押しされつつあることも関係があ
ると推測される。
　これら取組はいずれもスタートしたばかりで
はあるが、大規模に拡大していくことで、日本
や他国における再生プラスチックの利用増加に
寄与することが期待される。また、これらの取
組のポイントの一つとして、動脈産業と静脈産
業、サプライチェーンチェーンの様々な段階で
企業が連携しているケースが数多くみられる点
が挙げられる。また、同業種で連携して取組を
進めるケースも登場している。

図表3　食料品・日用消費財・小売業におけるプラスチック対策の例

（資料）各種資料よりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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5 サントリーホールディングス社ホームページ「FtoP ダイレクトリサイクル技術」を用い

た「FtoP 製造ライン」増設を決定（2022 年 8 月 2 日閲覧）

https://www.suntory.co.jp/news/article/13428.html 
6 ファーストリテイリング社ホームページ リサイクル素材から生まれた服（2022 年 8 月

2 日閲覧） 
https://www.uniqlo.com/jp/ja/contents/sustainability/planet/sustainable_clothing/special
/recyclepolyester/ 
7 Nestlé’s Net Zero Roadmap（2021） 
https://www.nestle.com/sites/default/files/2020-12/nestle-net-zero-roadmap-en.pdf 

取取組組分分類類 食食料料品品 日日用用消消費費財財 小小売売

脱
炭
素
対
策

プ
ラ
対
策

Reduce,
Reuse

Recycle

Renewable

再生可能エネルギーの導入拡大

省エネルギー設備導入・プロセス改善

輸送時の排出削減（車両電動化・共同配送等）

容器包装の削減（ボトル軽量化、ラベルレス、レジ袋削減など）

詰替・付替製品の展開

什器等の再利用

店頭回収

素材のモノマテリアル化

再生材の利用（ボトル）

バイオマスプラスチックの利用

生分解性プラスチックの利用

素材代替（紙等）
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5．カーボンニュートラル制約下を想定
した企業に求められるプラスチックに
関わるサーキュラーエコノミー対応

　上記3及び4に示した通り、近年、カーボン
ニュートラル制約下を想定した、プラスチック
に関わるサーキュラーエコノミー対応を進める
政府・企業の動きが見られるようになってきた。
カーボンニュートラルと整合的な対応を計画す
る企業が登場しており、また、企業の取組状況
の開示を求める動きも登場しつつある。今後こ
うした動きは活性化して行くと考えられる。そ
こで、これら動きに対応していくために、企業
に必要と考えられるアクションを検討した。

①カーボンニュートラルへの移行計画において
プラスチックに関わるサーキュラーエコノミー
対応を明確化
　企業はカーボンニュートラルへの移行に向け
た計画を作成していくことが必要である。先に
示した Nestléの事例のように、計画において、
プラスチック対策を定量的に織り込むケースが
登場している。こうした計画の策定を通じて、
各企業において採用すべきプラスチック対策を
峻別し、カーボンニュートラル対応とプラスチッ
クに関わるサーキュラーエコノミー対応との整
合を図ることができると考えられる。その際、
計画で掲げる様々な対策間の関係について留意
が必要となる。たとえば、プラスチックのリ
デュースを進めることで、リサイクル可能量は

旭化成 他 再生プラスチックの資源循環を可視化するプラットフォーム「BLUE Plastics」
の実証を進めている。ブロックチェーンを活用し、リサイクル率の確認、リサ
イクルチェーンの可視化、消費者行動変容の仕掛けをポイントとして掲げ、消
費者まで巻き込んだリサイクル文化の創造を目指している。サロンを展開して
おり、資源循環に係るサプライチェーンにおける多様な企業数十社が参画して
いる。

三菱ケミカル、大日
本印刷、リファイン
バースグループ

蘭サーキュライズ社の情報管理システムを活用し、バイオマスやリサイクル原
料の管理・追跡（トレーサビリティ）や、ライフサイクルアセスメント等の環境
負荷の評価指標への対応を含めた、透明性・信頼性の高いサプライチェーン構
築についての実証を2021年に実施。

双日・レコテック他 再生資源調達プラットフォームを構築するスタートアップ企業、レコテックに
出資。2022年2月には、Enevo Japan、花王、凸版印刷、レコテックと協力し、
使用済みプラスチック容器の効率的な回収・リサイクルの実現に向け、川崎市
内マンションにて検証プロジェクト POOL PROJECT KAWASAKI を開始。

帝人・富士通 リサイクル素材の環境価値化プラットフォームの実現を目指した共同プロジェ
クトを2022年7月に開始。帝人のライフサイクルアセスメントの算定方法や富
士通のブロックチェーン技術を活用した、リサイクル素材の利活用や環境配慮
設計の実現に向けたプラットフォームの構築とその市場適用に取り組む。

丸紅 2021年2月、蘭サーキュライズ社が開発するトレーサビリティ管理プラット
フォームを日本およびアジアの化学品市場向けに展開することを目的とした業
務提携契約を締結。丸紅はプラスチック等化学品分野の取引先の参加を広く募
り、本プラットフォームを活用した実証実験を進めるとしている。

図表4　プラスチックに係るプラットフォーム形成に関する動向（例）

（資料）各社プレスリリースよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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減少する。また、電気自動車の導入により店頭
回収に伴う物流由来の CO2排出量を削減するこ
とができる。このように、プラスチック対策間、
あるいはプラスチック対策と脱炭素対策の関係
性にも留意し、一体的な計画を策定していくこ
とが必要となる。

②企業間連携を通じた再生プラスチックの確保
　プラスチック対策は再生材・バイオマス等の
資源の取り合いになりうる。すでに一部の企業
は、事業者との連携や再生材等の資源確保を始
めており、囲い込みが加速している。2022年4
月にプラスチック資源循環促進法が施行された
ことにより、こうした状況はより一層進むと考
えられる。また、プラスチック対策の内、製品
に用いる素材の変更等の対策は既存のカーボン
ニュートラル対応の中心である省エネルギー対
策の実施や再生可能エネルギーの導入と異なり、
実施までに長い時間を要すると考えられるため、
先行した対応が求められる。かかる状況を踏ま
えると、企業には早期に再生プラスチック等の
確保に向けた早期体制構築が求められる。

③プラスチック対応の取組状況の開示
　前述の通り企業によるプラスチックに関わる
サーキュラーエコノミー対応への関心は、投資
家の間でも高まっている。機関投資家によるエ
ンゲージメントテーマにサーキュラーエコノミー
やプラスチックが取り上げられるケースも登場
しており、企業はプラスチックに関わるサーキュ
ラーエコノミー対応の状況を開示していくこと
が求められる。前述の通り、2021年には、経済
産業省及び環境省によるガイダンスが策定され
ており、同ガイダンスに則った情報開示を行う
企業も登場している。今後、こうした動きは加
速していくことが想定されることから、企業は
情報開示に向けた準備を進めていく必要性が高

まっていくだろう。その際、プラスチック等の
素材の調達、使用や廃棄などに係る情報を統合
的に整理し、また国際的な資源循環指標やサー
キュラーエコノミー指標などの動向も踏まえ、
自社における指標や目標を設定し、取組状況を
開示していくことが望ましいと考えられる。

6．おわりに

　本稿ではカーボンニュートラル制約下におい
て企業に求められるプラスチックに対するサー
キュラーエコノミー対応について、政策動向や
企業動向を踏まえて検討した。
　前述の通り、現在は、カーボンニュートラル
への対応要請が高まっている一方、プラスチッ
クを含むサーキュラーエコノミーへの対応要請
はそれほど強くないことから、企業にとっては
優先度が低く、両対応を同時に進めるのは難し
い状況にある。他方、サーキュラーエコノミー
への対応は、カーボンニュートラル実現の有力
な手段の1つにもなり得ることから、今後、カー
ボンニュートラルの様に、様々なステークホル
ダーからより一層対策を求められることとなる
可能性がある。また、資源確保の観点で囲い込
みが生じうること、製品設計や回収網等に影響
を及ぼしうる取組であることから、バリュー
チェーンの再構築が必要となる可能性があるた
め、対策の実現に時間を要すると考えられる。
こうした中で、企業はカーボンニュートラルへ
の対応との整合を意識しつつ、サーキュラーエ
コノミーへの移行を構想し、実行に移していく
ことが肝要であると考えられる。

注
（1） 内閣官房「新しい資本主義のグランドデザイン及び

実行計画・フォローアップ」https://www.cas.go.jp/
jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html

（2） IRP (2020). Resource Efficiency and Climate 
Change: Material Efficiency Strategies for a Low-

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/index.html
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S., Heeren, N. A report of the International 
Resource Panel. United Nations Environment 
Programme, Nairobi, Kenya.

（3） https://www.nies.go.jp/whatsnew/20211215/2021 
1215.html

（4） 中央環境審議会循環型社会部会（第38回）資料1 
https://www.env.go.jp/council/03recycle/post_217. 
html

（5） サントリーホールディングス社ホームページ「FtoP
ダイレクトリサイクル技術」を用いた「FtoP製造
ライン」増設を決定（2022年8月2日閲覧）https://
www.suntory.co.jp/news/article/13428.html

（6） ファーストリテイリング社ホームページ　リサイク
ル素材から生まれた服（2022年8月2日閲覧）  
https://www.uniqlo.com/jp/ja/contents/sustainability/ 
planet/sustainable_clothing/special/recyclepolyester/

（7） Nestlé’s Net Zero Roadmap（2021）  
https://www.nestle.com/sites/default/files/2020-12/ 
nestle-net-zero-roadmap-en.pdf
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